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１．は じ め に

　本稿は会計基準設定における Letter of 

Comment（以下，コメントレター ⑴とする）の
役割について検討するものである。結論を先取
りすれば，コメントレターは，市場関係者の意
見を会計基準に反映させる重要なツールを担っ
てきた。しかし，現代の市場関係者の意見は，
本当に反映されているのかは疑問である。
　これまで筆者は，主に市川［2010］，市川
［2018b, c］，市川［2019b］および市川［2020a］ ⑵

のなかで，様々な基準に関するコメントレター
を分析した。本稿はそれらをもとに，会計基準
設定のコメントレターの役割やその重要性を検
討することとする。

２．会計基準設定に向けた公表物と
諸問題 ⑶

　会計基準を設定していくにあたり，そのデュ
ー・プロセスに要求される会計基準または解釈

指針になる前段階の公表物として，公開草案
（Exposuer Draft：以下，EDとする），討議資
料（Discussion Memorandum： 以 下，DMと
する），DMなどに対する意見としてのコメン
トレター，予備的見解／論点整理（Discussion 

Paper：以下，DPとする），指針草案（Draft 

Interpretation：以下，DIとする）などがあげ
られよう（新日本有限責任監査法人他編［2011］
７頁参照）。
　ただし，大塚［2010］（60頁）では「会計基
準が必要であることは，すでに論証されている
が，具体的な会計基準の内容や設定方式につい
ての議論は決着しておらず，継続的な検討が必
要である」と述べている。
　以上をふまえた上で大塚［2016］（177頁）は
会計基準設定の論拠に関して「企業会計制度の
中核となるものが，個々の企業が採用すべき企
業会計上のルールを定めた会計基準である。企
業会計実務の中心となるのは，特定の事項ごと
に定められた会計基準で示された会計処理の集
合体であり，企業会計を学ぶ上では個々の会計
基準の内容を学んでいくことになる。ただし，
会計基準が設定されるべきであることは自明で
はない。会計基準の設定によって企業会計には
枠が嵌められることなり，個々の企業の自主的
な取り組みが抑制されることで，企業会計自体
の発展が阻害される可能性もある。したがっ
て，会計基準については，個別的な内容の妥当
性だけでなく，会計基準を設定すること自体の
論拠についての検討を行うことが必要となる」
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計基準審議会（Financial Accounting Standards 

Boards：以下，FASBとする）のストックオプ
ションの会計基準の設定活動に関して「経営者
集団からの圧力が大きな影響を及ぼしていた。
1990年代には，経営者集団からの強い反対運動
によって，FASBは当初の方針を撤回せざるを
得なかった。しかし2000年代に経営者集団から
の圧力が弱まると，当初からの方針に沿った会
計基準の設定が実現された」，「会計基準の設定
作業には，会計基準の理論的な正当性だけでは
なく，特定の利害関係者の圧力や世論が強い影
響を及ぼし得る。そして，利害関係者の総体的
な発言力や世論が変われば，会計基準の内容も
変わる。どのような社会情勢のもとで設定され
た会計基準であるのかを検証しておかなけれ
ば，現実の会計基準における変化に対応してい
くことはできない」と述べている。
　以上，大塚を引用しながら，会計基準設定に
向けた諸問題を論じてきたが，会計基準が整備
される背景（会計基準の論拠）は，常に経済的
環境や社会情勢の変化と連動しており，市場関
係者の関わり具合によって，変更される可能性
が高いということが理解できた。そして，その
「関わり具合」が端的に表れるのが，コメント
レターであると考える。会計基準設定に向けて
市場関係者にその内容に関して様々な問いかけ
を行い，回答された文書がコメントレターであ
る。市場関係者は回答する役割を当然に担う。
実際に会計基準に携わり活用するのが市場関係
者だからである。そのため，その発言力が強け
れば，会計基準にも影響を与えるはずであ
る ⑷。

３．コメントレターの役割

　前節でも示した，いわゆる DMは公聴会に
先立ち文書によって回答者が意見を述べるため
の基礎として作成されたものであり，その性質
上，様々な企業，多くの会計専門家あるいは金
融機関に向け意見を求める働きかけをする。

と述べる。その論拠があるからこそ，デュー・
プロセスに要求される会計基準または解釈指針
になる前段階の公表物もまた容認されることに
なろう。
　さらに大塚［2016］（179頁）は，このような
会計基準の整備が進められることになった契機
は「1929年のウォール街における株価大暴落で
あり，1933年証券法および1934年証券取引所法
で整備された投資家保護を目的としたディスク
ロージャー制度で，企業が投資家に提供すべき
情報を具体化する必要があったためであった。
それゆえ，初期の段階では会計基準の設定にあ
たって，『相当に権威ある支持（substantial 

authoritative support）』を有する会計処理や開
示情報の内容を明確にすることが目指された。
市場における財務報告における不正を防止する
ことが会計基準を設定することが大きな目的に
なっていたと考えることができる」と指摘して
いる。
　ただし，資本市場の整備・再建により，会計
基準が設けられることの論拠となる概念として
注目されたのが資本市場における外部性であっ
たと大塚は指摘する。そこでは会計基準に対し
ては，資本市場に外部性が存在することが生じ
る「市場の失敗」を防止する役割が期待され，
市場の失敗を引き起こす外部性として検討すべ
きことは，資本市場における企業から投資家へ
の情報提供を財務情報の取引とみなしたときに
考慮すべき「取引コスト」であると大塚は述べ
ている（大塚［2016］180頁参照）。そして，財
務報告における外部性を網羅することは極めて
困難であり，その外部性が存在することによる
「取引コスト」の総量を現実に計量することは
不可能に近いとしたうえで，しかし，会計基準
設定の前後を比較することで，「取引コスト」
に差分が生じていることは明らかにできる可能
性があることを指摘する（大塚［2016］194
頁）。
　さらに大塚［2017］（59頁）は，米国財務会
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極端に短いコメントのものから，非常に長いコ
メントのもの，複数の企業で全く同じ文章の回
答がでてくるような状態もあったりと，実に
様々な意見表明があげられていた。コメントレ
ターの全体枚数は2,500枚程で，回答数は294通
である。
　しかし実際に2,500枚にも及ぶ Public Record

の蓋をあけてみれば，Asset and Liability View

を推し進めたいであろう FASBの意向に反す
る，Revenue and Expense Viewの採用を叫ぶ
企業等がほとんどであった。監査法人の Ernst 

& Ernstを筆頭として Revenue and Expense 

Viewを主張した多くの団体に対して（Ernst & 

Ernstのコメントレターと同様の意見を示す団
体が散見された），Arthur Andersen & Coを代
表とする団体は，真逆の Asset and Liability 

Viewを推し進めていたのである。非常にわか
りやすく明快な Ernst & Ernst（Revenue and 

Expense View）/Arthur Andersen & Co.（Asset 

and Liability View）の対立構造であった（監査
法人に関する詳細は，市川［2020a］参照）。
　Ernst & Ernstは，Revenue and Expense 

Viewを支持しており，測定属性に関しては，
取得原価主義を選択していた。Revenue and 

Expense View支持者の代表的存在であり，他
社へのその影響力は絶大であったといえるだろ
う。FASBの存在を求める（認める）が，しか
し FASBの抽象的で理論的な題材をもつ概念的
フレームワークの公表は，失望に値するもので
あり，問題のあるものと痛烈に批判している。
その問題を理解するなかで FASBを助けるため
に Ernst & Ernstは，123枚にも及ぶコメント
レターを提出している。また FASB1976年討議
資料とは反対に，Ernst & Ernstにおいては定
義と測定の分離への批判を主張しているのであ
る（Ernst & Ernst［1977］pp. 1280-1402, Letter 

of Comment No. 151／市川［2010］107頁／市
川［2020a］6-9頁参照）。
　Arthur Andersen & Co.は，Asset and Liability 

DMが検討している諸定義をこれらの回答者に
対して列挙し，回答者の意見，すなわち意見表
明書簡（コメントレター）を集める。回答者は
それぞれ自らの考え方に合致する回答を示すこ
とになる。
　市川［2010］や市川［2020a］において
FASB［1976］An Analysis of Issues related to 

Conceptual Framework for Accounting and 

Reporting :  Elements of Financial Statements 

and Their Measurement, FASB Discussion 

Memorandum, FASB.（以下，FASB1976年討議
資料とする）の検討を行った（文脈上，必要に
応じて引用する）。制度会計において会計観の
転換の実質的なきっかけとなったものが，
FASB1976年討議資料である。FASB1976年討議
資料が検討している会計観に適合する諸定義を
これらの回答者に対して列挙し，回答者の意見
を 集 め た も の が，FASB, Position papers 

submitted in respect of Discussion Memo-

randum, Conceptual Framework for Financial 

Accounting and Reporting :  Elements of Finan-

cial Statements and Their Measurement, dated 

December 2, 1976, PART 1, FASB Public Record, 

FASB, 1977.（以下，Public Recordとする）で
ある。回答者はそれぞれ自らの考え方に合致す
る定義を FASBに対して示している。そこで
は，収益費用観（以下，Revenue and Expense 

Viewとする）なのか，資産負債観（以下，
Asset and Liability Viewとする）なのか，とい
う選択を，回答者は FASBから求められてい
た。FASBは実に様々な場所に FASB1976年討
議資料に対する意見を求めており，わが国では
知られていない米国の企業をはじめ，銀行，監
査法人（会計事務所），American Accounting 

Associationなど多岐にわたって意見要請を行
い，それらはコメントレターという形でその要
請に回答をだしている。
　回答形式はその企業などによって様々である
が，手書きのものから，ワープロ作成のもの，
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の取り組みはかつてのようなものではなくなっ
ていたのである。
　わが国においてもそれは同様かもしれない。
わが国の企業会計基準委員会（Accounting 

Standards Board of Japan：以下，ASBJとする）
は，2018年３月30日に「企業会計基準第29号
『収益認識に関する会計基準』等の公表」（以
下，ASBJ［2018a］とする），「企業会計基準第
29号『収益認識に関する会計基準』」（以下，
ASBJ［2018b］とする），「企業会計基準適用指
針第30号『収益認識に関する会計基準の適用指
針』」（以下，ASBJ［2018c］とする），「企業会
計基準適用指針第30号『収益認識に関する会計
基準の適用指針』の設例」（以下，ASBJ［2018d］
とする）を公表した（2020年３月には改正収益
認識会計基準が公表されているが，基本となる
原則に変更はない）。
　これらの公表以前には，2017年７月20日に
「企業会計基準公開草案第61号『収益認識に関
する会計基準（案）』等の公表」（以下，ASBJ

［2017a］とする），「企業会計基準公開草案第61
号『収益認識に関する会計基準（案）』」（以下，
ASBJ［2017b］とする），および「企業会計基
準適用指針公開草案第 61 号『収益認識に関す
る会計基準の適用指針（案）』」（以下，ASBJ

［2017c］とする），および「企業会計基準適用
指針公開草案第61号『収益認識に関する会計基
準の適用指針（案）』の設例」（以下，ASBJ

［2017d］とする）が公表されている。
　すなわち，ASBJ［2017a］， ASBJ［2017b］，
ASBJ［2017c］，ASBJ［2017d］（以下，まとめ
て捉える場合は公開草案等という）を経て
ASBJ［2018a］，ASBJ［2018b］，ASBJ［2018c］，
ASBJ［2018d］（以下，まとめて捉える場合は
本会計基準等という）が確定したのであるが，
公開草案等に対して寄せられたコメントレター
については，公開草案等へのコメントの提出者
は団体等が52件，個人は17件で，合計69件とな
っていたが，実に様々な内容のものがあった。

Viewを支持しており，測定属性として時価主
義を支持していた。Asset and Liability Viewと
時価主義を一貫して支持する代表であるといっ
てよいだろう。会計は現状の中で実際的な事物
のなかで根拠付けられるべきであり，営利企業
の現実はそれの資産と負債であること，収益と
費用は，資産と負債の変動の結果を記述または
説明する単なる慣習的な方法であり所有主持分
の変動の分析の一部であることなど述べてい
る。会計の焦点は，資産と負債におかれるべき
であり，収益と費用にあるというわけではない
と強調している（Arthur Andersen & Co［1977］
pp. 603-651, Letter of Comment No. 87／市川
［2010］99頁／市川［2020a］10-11頁参照）。
　そしてこの様々な対立構造の結果が，以後の
一連の FASBの概念フレームワークや会計基準
に大きな影響を与えることになる。ただしその
監査法人の対立構造の詳細や影響については，
別稿（市川［2020a］）において論じているた
め，本稿では論じない。
　FASB1976年討議資料に対して意見をまとめ
た Public Recordが，その後の概念フレームワ
ークや会計基準に影響を与える（市場関係者の
意見を反映させる）重要な役割を果たしたとい
うことのみに留めておく。
　なお山田［2019］（63-77頁）によれば，監査
法人はかつてのように市場関係者の声を吸い上
げ，それを会計基準に反映させるという役割を
果たさなくなったと指摘している（PCAOBの
監視強化による画一化，コンサルティング業務
の拡大，FASBの設立によるトップダウン化等
の理由による）。
　FASBの設立は1973年であり，FASB1976年
討議資料はまだ設立から日が浅い時期に公表さ
れたものである。その頃には上述したように，
多くの回答（意見）が寄せられており，それら
の意見は，後の概念フレームワークや，会計基
準に影響は与えた。しかし上述で山田［2019］
が述べたように，昨今の監査法人の会計基準へ
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４．お わ り に

　本稿は会計基準設定におけるコメントレター
の役割について検討してきた。コメントレター
は，市場関係者の意見を会計基準に反映させる
重要なツールを担っている。しかし，会計基準
設定に向けた諸問題や国内外のコメントレター
の役割を検討した結果，特に米国に於いては市
場関係者の意見がコメントレターという形で，
その後の会計基準等に反映されていた時代も過
去にはあったが，近年では市場関係者の声を反
映できていない状況が確認された。ここで問題
なのは，反映されていないのであれば，それは
なぜかということである。トップダウン形式の
問題点もあろうかと考えるが，市場関係者の意
見を会計基準に反映させる重要なツールを担っ
ているはずのコメントレターが反映されない点
については，会計基準設定に向けた諸問題とし
て，今後の検討課題としたい。

注⑴　これまでコメントレターを取り上げたものと
して津守［1990］，藤井［1997］，また2000年以
降では，赤塚［2019］，市川［2010］，市川
［2018b,c］，市川［2019b］，市川［2020a］，椛
田［2019］，椛田［2020］，などをはじめ，国内
に於いても数多くあげられる。
⑵　本稿は，目的にてらし，必要に応じて市川の
先行論文等を引用する場合がある。
⑶　本節は，主に大塚［2016］および大塚［2017］
を参考に会計基準論について検討する。
⑷　会計基準設定の際には，市場関係者の意見の
反映は不可欠である。実際に会計基準に携わり
活用するのは彼等だからである。そして会計基
準の概念的な基礎を提供するのが概念フレーム
ワークである。したがってこの両者は切り放し
て考えられない。
⑸　なお，本稿はトップダウンの形式が良いか悪
いかの可否を問うているのではなく，コメント
レターの役割がどの程度のインパクトを与えて
いるのかを問うているものであることを付言し
ておく。

市川［2018c］（91-101頁）では，国内の自動車
業界のコメントを取り上げ，有償支給取引に関
して確認した。そこでは公開草案等で取り上げ
られた設例（ASBJ［2017d］設例32）が問題視
され，各社から実務上の困難性が強く指摘され
ていたことを述べている。わが国の自動車業界
は，基本的に支給品は，支給先において在庫管
理が行われており，企業による在庫管理に関し
て実務上の困難さは指摘されていたためであ
る。結果的には，本会計基準等では，譲渡され
た支給品は，物理的には支給先において在庫管
理が行われているため，企業による在庫管理に
関して実務上の困難さがある点が指摘されてお
り，この点を踏まえ，個別財務諸表において
は，支給品の譲渡時に当該支給品の消滅を認識
することができることとしている。また公開草
案等で提案されていた設例のうち，本会計基準
等においては，そのいくつかは設例を示さない
こととなっている。公開草案等への自動車業界
等のコメントが汲みいれられた結果であると考
えられる。これはある意味で実務界のコメント
レターが会計基準にダイレクトに反映された案
件であったと考えることもできよう。
　しかし，これらの基準の基本となる原則は，
約束した財又はサービスの顧客への移転を，当
該財又はサービスと交換に企業が権利を得ると
見込む対価の額で描写するように，収益の認識
を行うことであり，この原則に従って収益を認
識するために，５つのステップによって認識さ
れる点は，IFRS第15号と全く同様である。こ
れは，国際社会からわが国への会計基準のトッ
プダウンであると捉えることもできるかもしれ
ない ⑸。すなわち，実務界からのコメントは本
会計基準等に向けて幾つかの変更は与えたが，
基本となる原則は IFRS第15号を前提としたも
のであり，コメントレターによってその原則が
（当初は反対意見も存在したが）覆されること
はなかったのである。
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